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はじめに 

 

 

平成7年1月に発生した阪神・淡路大震災では、約6,400人に及ぶ尊い人命が失われました。

その死者の約8割が、建築物の倒壊によるもので、建築物の倒壊等は、人的被害を引き起こす

ばかりではなく、火災の発生、多数の避難者の発生、救助活動の妨げ、がれきや廃材などの大

量発生など、被害拡大及び事後対策の増大の要因となっています。 

この地震での建築物被害の傾向としては、現行の耐震基準（昭和56年 6月施行）以前に建

築された建築物の被害の程度が大きかったことが報告され（出典：建設省の建築震災調査委員

会中間報告、平成7年7月28日）、この状況を踏まえて、平成7年に建築物の耐震改修の促進

に関する法律（以下、「耐震改修促進法」という。）が施行されました。 

その後、平成23年 3月の東日本大震災を教訓に、国は今後発生が予想されている南海トラ

フの巨大地震の被害を想定しました。その結果、今後、南海トラフの巨大地震や首都直下型地

震が最大クラスの規模で発生した場合、東日本大震災を超える甚大な人的・物的被害が発生す

ることが想定されています。 

以上を背景として、建築物の地震に対する安全性の向上を一層促進するため、「建築物の耐

震化の促進のための規制措置」や「建築物の耐震化の円滑な促進のための措置」が盛り込まれ

た耐震改修促進法が平成25年11月に施行されました。 

その後においても、平成28年には熊本地震や鳥取県中部地震が、平成30年には大阪府北部

地震が発生しており、今後においても大規模な地震がいつ発生してもおかしくない状況であり、

地震による被害を最小限度に抑える取り組みが求められています。 

広島県は、平成 28 年度から平成 32 年度を計画期間とした広島県耐震改修促進計画（第 2

期計画）に引き続き令和３年度から令和７年度を計画期間とした広島県耐震改修促進計画（第

3期計画）を策定し将来的な「災害死ゼロ」を目標に耐震改修の促進を図っています。 

本町においても、平成27年度から平成32年度を計画期間とした府中町耐震改修促進計画を

策定しましたが、災害に対する住宅のさらなる耐震化の促進に向けた取り組みを継続するため、

計画期間の終期を迎えた同計画を改めて策定するものとします。 
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建築物の耐震化に関する施策の変遷

　　　≪主な地震≫ S25≪建築基準法制定≫

S34・規定を全般に見直し

新潟地震S39

十勝沖地震S43

S46・ＲＣ造の基準見直し・強化

宮城沖地震S53

S56.6新耐震基準施行

　　　　　・震度５程度で損傷しないこと
　　　　　・震度６～７で倒壊しないこと
　　　　　・木造の壁量の見直し
　　　　　・

阪神・淡路大震災H7.1
H7≪耐震改修促進法　10月制定、12月施行≫
　　　　　・マンション等の耐震診断・改修の補助制度の創設
H10 　　　・戸建て住宅等の耐震診断の補助制度の創設

H12 　　　・住宅性能表示制度の開始(耐震等級の表示)

H14 　　　・戸建て住宅等の耐震診断の補助制度の創設

　　　　　・耐震改修工事を住宅ローン減税制度の適用対象に追加
H16 　　　・耐震改修事業の対象地域等の拡充

新潟県中越地震H16.10 　　　　　・住宅金融公庫融資の耐震改修工事に対する金利の優遇開始

H17.2.25　・住宅・建築物の地震防災推進会議の設置

福岡県西方沖地震H17.3.20

H17.3.30　・中央防災会議「地域防災戦略」決定

　　　　　・今後10年間で東海地震等の死者数及び経済被害を半減させることを目標
　　　　　・この目標達成のため、住宅の耐震化率を現状の75%から90%にすることが
　　　　　　必要
H17.6.10　・住宅・建築物の地震防災推進会議による提言

千葉県北西部地震H17.7.23 　　　　　「住宅・建築物の地震防災対策の推進のために」

　　　　　・住宅・特定建築物の耐震化率を現状の75%から90%とすることを目標
　　　　　・耐震改修促進法等の制度の充実、強化
　　　　　・支援制度の拡充、強化
　　　　　・所有者等に対する普及、啓発

宮城県沖の地震H17.8.16 　　　　　・地震保険の活用推進　等

H17.9.27　・中央防災会議「建築物の耐震化緊急対策方針」

　　　　　・建築物の耐震化について、社会全体の国家的な緊急課題として全国的に
　　　　　　緊急かつ強力に実施
　　　　　・耐震改修促進法の見直しに直ちに取り組む
　　　　　・学校、庁舎、病院等公共建築物等の耐震化の促進等

H17.10.28 ・特別国会において改正耐震改修促進法の成立

H17.11.7　・改正耐震改修促進法の公布

H18.1.25　・関係政省令、基本方針等の公布

H18.1.26  ・改正耐震改修促進法の施行

新潟県中越沖地震H19.7.16

H22.6.18　・「新成長戦略」において住宅の耐震化率をH32までに95%とすることを目標

東日本大震災H23.3.11

H25.11.25 ・改正耐震改修促進法の施行

H27.6.16　・「国土強靭化アクションプラン2015」において住宅及び多数の者が利用す

熊本地震H28.4.14 　　　　　　る建築物の耐震化率をH32までに95%とすることを目標

鳥取県中部地震H28.10.21

大阪北部地震H30.6.18

北海道胆振東部地震H30.9.6  
 

図 耐震改修促進法をめぐる動き 
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第１章 計画の概要等 

１－１ 計画の目的 

耐震改修促進法が平成18年1月に改正されたことを背景に、地域の実情に応じた耐震診断及び改

修に関する施策を計画的に推進することを目的として、府中町耐震改修促進計画を平成 21 年度に

策定しました。 

平成27年度に策定した第2期計画が令和2年度に終期を迎えましたが、平成28年の熊本地震及

び鳥取県中部地震、平成 30 年には大阪府北部地震や北海道胆振東部地震などの大きな地震が発生

しており、いつ大規模な地震が発生してもおかしくない状況となっていますが地震対策は万全とは

言えないことから、町民の生命と身体を保護することを目的として、災害に関する分野での住宅施

策を推進するために引き続き策定するものです。 

 

１－２ 計画の位置づけ 

本計画は、国の基本方針及び広島県耐震改修促進計画に基づき、耐震改修促進法第６条に規定

する市町村耐震改修促進計画として策定します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図1-1 府中町耐震改修促進計画の位置付け 

 

１－３ 計画期間 

本計画の計画期間は、国の目標年次及び上位計画との整合を図り、令和３年度から令和７年度ま

での5年間を第3期計画期間とし、耐震改修を促進します。なお、本計画は必要に応じて見直すこ

ととします。 

 

 

 

【計画期間】 

令和３年～令和７年の５年間 

 

地方自治法 住生活基本法 耐震改修促進法 災害対策基本法 

建築物の耐震診断
及び耐震改修の促
進を図るための基
本的な方針（国） 

防災基本計画 
（国） 

広島県 
地域防災計画 

府中町 
地域防災計画 

広島県耐震改修 
促進計画 

（第３期計画） 

府中町 
第４次総合計画 

府中町住宅 
マスタープラン 

府中町耐震改修促進計画(第３期計画) 
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１－４ 用語の定義 

本計画で使用する主な用語について、以下のとおり定義するほか、特に定めのない場合には、耐

震改修促進法、同法関係政省令、関連告示及び広島県耐震改修促進計画の用語の例によります。 

 

表1-1 用語の定義 

 

用 語 定 義 

耐震診断 建築物の地震に対する安全性を評価することです。 

耐震改修 
地震に対する安全性の向上を目的に、増築、改築、修繕又は敷地の整備等を

することです。 

旧耐震基準 

昭和 56 年 6 月 1 日に見直された耐震基準より前に用いられていた耐震基準

を言います。阪神・淡路大震災では、旧耐震基準による建築物の被害が顕著で

した。 

新耐震基準 昭和56年6月1日に施行された耐震基準のことです。 

耐震性がある 

 

大地震に対し、新耐震基準と同程度の耐震性能を持つことを言います。 

耐震性がある建物は、ごくまれに発生する大地震に対しても倒壊の危険性が

低いと考えられています。耐震性がある建築物には、新耐震基準の建築物、耐

震診断で耐震性があるとされた建築物、耐震改修を実施した建築物がありま

す。 

 

耐震化率 

 

ある集団に含まれるすべての建築物のうち、耐震性を有する建築物（新耐震

基準によるもの、耐震診断の結果耐震性を有するとされたもの、耐震改修を実

施したもの。）の割合を言います。 

 

多数の者が利用

する建築物 

病院、ホテル、学校など不特定又は多数の者が利用する建築物を言います。

戸建て住宅は含まれません。 

特定行政庁 
所管行政庁建築主事を置く自治体の長のことですが、府中町の場合は広島県

知事を言います。 

http://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%BB%BA%E7%AF%89%E7%89%A9
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%9C%B0%E9%9C%87
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用 語 定 義 

既存耐震不適格

建築物 

地震に対する安全性に係る建築基準法又はこれに基づく命令もしくは条例

の規定（耐震関係規定）に適合しない建築物で、同法第３条第二項の規定の適

用を受けているもの（建築当時は旧耐震基準で適法とされたもの）を言います。 

特定既存耐震不

適格建築物 

既存耐震不適格建築物のうち、多数の者が利用する建築物であるものを言い

ます。（要安全確認計画記載建築物及び要緊急安全確認大規模建築物を除く。） 

要緊急安全確認

大規模建築物 

病院、店舗、旅館等の不特定多数の者が利用する建築物及び学校、老人ホー

ム等の避難弱者が利用する建築物のうち、大規模なもの（旧耐震基準の建築物

に限る。）を言います。 

広域緊急輸送道

路沿道建築物 

広島県が広島県緊急輸送道路ネットワーク計画（平成 25 年 6 月）で定める

道路沿道に接する一定の高さを超える旧耐震基準の建築物を言います。 

要安全確認計画

記載建築物 

 

防災拠点建築物(※1)又は避難路沿道建築物(※2)であって、耐震診断を義務

付けられた建築物を言います。 

 

※1 大規模な地震が発生した場合にその利用を確保することが、公益上必

要な建築物を言い、広島県耐震改修計画により、対象建築物（旧耐震基

準の建築物に限る。）として記載されることで、耐震診断が義務づけら

れます。 

 

※2 広島県が耐震改修促進計画で指定する緊急輸送道路等の道路に敷地が

接する一定の高さを超える耐震不明建築物を言います。 
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第２章 対象建築物の整理 

２－１ 対象建築物 

耐震改修促進法では、要緊急安全確認大規模建築物や要安全確認計画記載建築物の所有者に対し

て、耐震診断の義務付け及び耐震改修の努力義務が課されているほか、特定既存耐震不適格建築物

や住宅を含むその他の既存耐震不適格建築物の所有者に対しても耐震診断及び耐震改修の努力義務

が課されており、地震災害に対する住宅のさらなる耐震化の促進に向けた取り組みを強化する必要

があります。よって、本計画の対象建築物は町内の全ての既存耐震不適格建築物とします。 
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２－２ 建築物の用途・規模別要件 

（１）特定既存耐震不適格建築物及び要緊急安全確認大規模建築物の要件 

特定既存耐震不適格建築物及び耐震診断が義務付けられる要緊急安全確認大規模建築物に該当

する建築物の用途・規模別要件は、以下のとおりです。 

 

表2-1 特定既存耐震不適格建築物及び要緊急安全確認大規模建築物の要件 

用 途 

特定既存耐震不適格建築物 要緊急安全確認大規模建築物 

努力義務・指導対象 
(耐震改修促進法第14・15条) 

指示対象 
(耐震改修促進法第15条) 

耐震診断義務付け対象 
(耐震改修促進法附則第3条) 

小学校、中学校、中等教育学校の前期
課程若しくは特別支援学校 

階数2以上かつ1,000㎡以上 
※屋内運動場の面積含む 

階数2以上かつ1,500㎡以上 
※屋内運動場の面積含む 

階数2以上かつ3,000㎡以上 
※屋内運動場の面積含む 

上記以外の学校 階数３以上かつ1,000㎡以上     

体育館(一般公共の用に供されるもの) 階数1以上かつ1,000㎡以上 階数１以上かつ2,000㎡以上 階数1以上かつ5,000㎡以上 

ボーリング場、スケート場、水泳場そ

の他これらに類する運動施設 

階数３以上かつ1,000㎡以上 

階数３以上かつ2,000㎡以上 階数3以上かつ5,000㎡以上 

病院、診療所 

劇場、観覧場、映画館、演芸場 

集会場、公会堂 

展示場 

卸売市場     

百貨店、マーケットその他の物品販売

業を含む店舗 階数３以上かつ2,000㎡以上 階数3以上かつ5,000㎡以上 

ホテル、旅館 

賃貸住宅（共同住宅に限る）、寄宿舎、
下宿     

事務所 

老人ホーム、老人短期入所施設、福祉
ホームその他これらに類するもの 

階数2以上かつ1,000㎡以上 階数2以上かつ2,000㎡以上 階数2以上かつ5,000㎡以上 老人福祉センター、児童厚生施設、 

身体障害者福祉センター 
その他これらに類するもの 

幼稚園、保育所 階数2以上かつ500㎡以上 階数2以上かつ750㎡以上 階数2以上かつ1,500㎡以上 

博物館、美術館、図書館 

階数３以上かつ1,000㎡以上 

階数3以上かつ2,000㎡以上 階数3以上かつ5,000㎡以上 

遊技場 

公衆浴場 

飲食店、キャバレー、料理店、 
ナイトクラブ、ダンスホール 

その他これらに類するもの 

理髪店、質屋、貸衣装屋、銀行その他
これらに類するサービス業を営む店舗 

工場（危険物の貯蔵場又は処理場の用
途に供する建築物を除く） 

    

車両の停車場又は船舶若しくは航空機
の発着場を構成する建築物で旅客の乗
降又は待合の用に供するもの 

階数3以上かつ2,000㎡以上 階数3以上かつ5,000㎡以上 自動車車庫その他の自動車又は自転車
の停留又は駐車のための施設 

保健所、税務署その他これらに類する
公益上必要な建築物 

一定量以上の危険物(※)の貯蔵場 
又は処理場の用途に供する建築物 

耐震改修促進法施行令第７
条第１項で定める危険物を、
第２項で定める数量以上の

貯蔵又は処理するすべての
建築物 

500㎡以上 
5,000㎡以上、かつ、敷地境界
線から一定距離以内に存する

建築物 
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※ 危険物の種類及び数量等 

 

特定既存耐震不適格建築物の要件 要緊急安全確認大規模建築物 

危険物の種類 危険物の数量 

左欄に示す危険物の種類に応じた数量

を有し、当該建築物の外壁又はこれにか

わる柱の面から敷地境界線までの距離

が下記に定める距離以下のもの 

(5,000㎡以上の建築物) 

① 

火薬類（法律で規定）   

火薬類取締法施行規則で規定する火薬

類の種類及び数量に応じた第１種保安

距離 

イ 火薬 10t 

ロ 爆薬 5t 

ハ 工業電管もしくは電気雷管または信号雷管 50万個 

二 銃用雷管 500万個 

ホ 実包若しくは空包 

  信管若しくは火管又は電気導火線 
5万個 

へ 導爆線又は導火線 500km 

ト 信号炎管若しくは信号火箭又は煙火 2t 

チ その他の火薬を使用した火工品 

  その他の爆薬を使用した火工品   

火薬 10t 

爆薬 5t 

② 消防法第２条第７項に規定する危険物 

危険物の数量規制に関す

る政令別表第３の指定数

量の欄に定める数量の10

倍の数量 
50ｍ 

③ 

危険物の規制に関する政令別表第４備考第６号に規定す

る可燃性固体類及び同表備考第８号に規定する可燃性液

体類 

可燃性固体類 30ｔ 

可燃性液体類 20㎥ 

④ マッチ 300マッチトン（※） 

⑤ 可燃性のガス（⑦及び⑧を除く） 2万㎥ 13.33ｍ 

⑥ 圧縮ガス 20万㎥ 一般高圧ガス保安規則、コンビナート 

等保安規則、液化石油ガス保安規則等に

規定する保安距離等（コンビナート 

等保安規則第５条第１項第５号に規定 

する製造施設の場合は50ｍ）  

⑦ 液化ガス 2,000t 

⑧ 
毒物及び劇物取締法第２条第１項に規定する毒物または

同上第２項に規定する劇物（液体又は気体のものに限る） 

毒物 20ｔ 

劇物 200t 
  

※ マッチトンはマッチの計量単位、１マッチトンは、並列マッチ（56×36×17㎜）で72,000個、約120㎏ 
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（２）要安全確認計画記載建築物の要件 

要安全確認計画記載建築物は、広島県耐震改修促進計画に定められている防災拠点建築物又は

避難路沿道建築物であって、耐震診断を義務付けられた建築物を言います。 

 

 

 

表2-2 要安全確認計画記載建築物の概要 

防災拠点建築物 

大規模な地震が発生した場合にその利用を確保することが、公益上必要建

築物を言い、広島県耐震改修計画により、対象建築物（耐震不明建築物に限

る。）が記載されることで、耐震診断が義務付けられます。 

避難路沿道建築物 
広島県が耐震改修促進計画で指定する緊急輸送道路等の道路に敷地が接

する一定の高さを超える耐震不明建築物を言います。 

 

 

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2-1 避難路沿道建築物 
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第３章 建築物の耐震化の現状と課題 

３－１ 想定される地震規模、想定される被害の状況 

 

広島県は、平成23年3月に起きた東日本大震災を踏まえて見直しを行った「広島県地震被害想

定調査（平成25年度）」において、県内ですでに明らかになっている断層等を震源とする11の地

震と市町役場直下を震源とする23の地震を想定地震として選定しています。 

 

表3-１ 想定される地震の規模と発生確率 

想定地震 
地震規模 地震発生確率 

想定震度 気象庁ﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ 30 年以内 

1）南海トラフ巨大地震 5強～6強 9.0 70％程度※注 

2） 

安芸灘～伊予灘～豊後水道の地震 
5強～6強 6.7～7.4 40％ 

3） 

讃岐山脈南線-石鎚山脈北線東部 
5強～6強 

8.0程度もしくは 

それ以上 
ほぼ0.～0.3% 

4）中央構造線（石鎚山脈北縁） 

による地震 
5強 7.3～8.0程度 ほぼ0.～0.3% 

5）中央構造線（石鎚山脈北縁西部

～伊予灘）による地震 
5強～6弱 

8.0程度もしくは 

それ以上 
ほぼ0.～0.3% 

6）五日市断層 5強～6強 7.0程度 不明 

7）己斐断層-広島西縁断層帯 

による地震 
5強～6強 6.5程度 不明 

8）岩国断層帯による地震 5強～6強 7.6程度 0.03～2％ 

9）安芸灘断層群（主部） 5強～6強 7.0程度 0.1～10％ 

10）安芸灘断層群 

（広島湾-岩国沖断層帯） 
5強～6強 7.4程度 不明 

11）長者ケ原断層-芳井断層 5強～6強 7.4 - 

（参考）己斐-広島西縁断層帯 5強～6強 ※ ※ 

どこでも起こりうる市直下の地震 

（23市町役場直下に震源を配置） 
 6.9 - 

出典：広島県地震被害想定調査報告書（平成25年10月） 

（参考）己斐-広島西縁断層帯は参考となるため、気象庁マグニチュードや30年内の地震発生率は、記載されていません。 

※注 南海トラフ地震の発生確率（出展：文部科学省地震調査研究推進本部） 

平成３０年２月に「70～80%」に引き上げられている。         
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図 3-2 震度分布（南海トラフ地震） 

出典：広島県地震被害想定調査報告書（平成25年10月） 

 

出典：広島県地震被害想定調査報告書（平成25年10月） 

図3-1 想定地震位置図（震源となる断層を特定した地震） 
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広島県は、「広島県地震被害想定調査（平成25年度）」において、府中町における想定地震が冬

の夕方18時、風速11ｍ/sで発生した場合の被害（全壊棟数、被害人数）を示しています。 

 

 

表3-2 町内の被害想定（全壊棟数） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：広島県地震被害想定調査報告書（平成25年3月） 

 

 

表3-3 町内の被害想定（被害人数） 

 

出典：広島県地震被害想定調査報告書（平成25年3月） 

 

※要救助者は、揺れによるものと津波によるものの合計、 

 要捜索者は、津波によるもののみ 

※人口は夜間人口とする 

非 土砂
木造 災害

1）南海トラフ巨大地震 10,810 4,748 15,558 26 445 0 14 485
2）安芸灘～伊予灘～豊後水
道の地震

10,810 4,748 15,558 125 43 0 2 170

3）讃岐山脈南線-石鎚山脈北
線東部

10,810 4,748 15,558 0 6 0 0 6

4）中央構造線（石鎚山脈北
縁）による地震

10,810 4,748 15,558 0 4 0 0 4

5）中央構造線（石鎚山脈北
縁西部～伊予灘）による地震

10,810 4,748 15,558 0 5 0 0 5

6）五日市断層 10,810 4,748 15,558 17 43 0 -- 61
7）己斐断層-広島西縁断層帯
による地震

10,810 4,748 15,558 17 43 0 --- 61

8）岩国断層帯による地震 10,810 4,748 15,558 0 23 0 ー 24
9)安芸灘断層群（主部） 10,810 4,748 15,558 0 25 0 0 25
10)安芸灘断層群（広島湾-岩
国沖断層帯）

10,810 4,748 15,558 38 43 0 0 81

11)長者ケ原断層-芳井断層 10,810 4,748 15,558 0 0 0 ー 0

想定地震
建物棟数（棟） 全壊棟数（棟）

木造 計 揺れ 液状化 津波 計

重傷者
（負傷者
の内数）

1）南海トラフ巨大地震 50,442 86 181 38 759 199
2）安芸灘～伊予灘～豊後水
道の地震

50,442 48 234 18 174 27

3）讃岐山脈南線-石鎚山脈北
線東部

50,442 0 0 0 0 0

4）中央構造線（石鎚山脈北
縁）による地震

50,442 0 0 0 0 0

5）中央構造線（石鎚山脈北
縁西部～伊予灘）による地震

50,442 0 0 0 0 0

6）五日市断層 50,442 1 72 2 7 0
7）己斐断層-広島西縁断層帯
による地震

50,442 1 74 2 7 0

8）岩国断層帯による地震 50,442 2 2 0 0 0
9)安芸灘断層群（主部） 50,442 0 0 0 0 0
10)安芸灘断層群（広島湾-岩
国沖断層帯）

50,442 2 95 4 25 0

11)長者ケ原断層-芳井断層 50,442 0 0 0 0 0

要捜索者

被害人数（人）

想定地震
死者 負傷者

人口
（人） 要救助者
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３－２ 耐震化の現状 

（１）特定既存耐震不適格建築物の耐震化の状況 

令和3年1月１日現在での耐震化の状況は以下のとおりとなっています。 

多くの項目で耐震化率100％を達成していますが、共同住宅・工場等で耐震性の無い建築物もあ

ります。 
 

表3-4 特定既存耐震不適格建築物の耐震化の状況 

建物用途 棟数 

耐震性なし 耐震性あり 

耐震化率    
昭和56年 

5月31日 

以前 

昭和56年 

5月31日 

以前 

昭和56年 

6月1日 

以降 

多数の者が利用する建築物 

小学校、中学校、中等教育学校の前期課程若しくは特別支援学校 13  0  8  5  100% 

上記以外の学校 2  0  0  2  100% 

体育館（一般公共の用に供されるもの） 1  0  0  1  100% 

病院、診療所 7  0  1  6  100% 

百貨店、マーケットその他の物品販売業を営む店舗 6  0  0  6  100% 

賃貸住宅（共同住宅に限る）、寄宿舎、下宿 55  8  0  47  85% 

事務所 19  1  3  15  95% 

老人ホーム、老人短期入所施設、福祉ホーム 

その他これらに類するもの 
7  0  0  7  100% 

老人福祉センター、児童厚生施設、身体障害者福祉センター 

その他これらに類するもの 
2  0  0  2  100% 

幼稚園、保育所 6  0  0  6  100% 

遊技場 1  0  0  1  100% 

工場（危険物の貯蔵又は処理場の用途に供する建築物を除く） 18  4  6  8  78% 

自動車車庫その他の自動車又は自転車の停留又は駐車のための施設 3  0  0  3  100% 

合   計 140  13  18  109  91% 

資料：家屋データにより作成 

 

（２）特定既存耐震不適格建築物のうち指示対象建築物の耐震化の状況 

特定既存耐震不適格建築物のうち、指示対象建築物は耐震化率100％となっています。 
 

表3-5 特定既存耐震不適格建築物のうち指示対象建築物の耐震化の状況 

建物用途 棟数 

耐震性なし 耐震性あり 

耐震化率    
昭和56年 

5月31日 

以前 

昭和56年 

5月31日 

以前 

昭和56年 

6月1日 

以降 

多数の者が利用する建築物         
 

小学校、中学校、中等教育学校の前期課程若しくは特別支援学校 11  0  7  4  100% 

病院、診療所 4  0  1  3  100% 

百貨店、マーケットその他の物品販売業を営む店舗 4  0  0  4  100% 

老人ホーム、老人短期入所施設、福祉ホーム 

その他これらに類するもの 
5  0  0  5  100% 

老人福祉センター、児童厚生施設、身体障害者福祉センター 

その他これらに類するもの 
1  0  0  1  100% 

幼稚園、保育所 4  0  0  4  100% 

遊技場 1  0  0  1  100% 

自動車車庫その他の自動車又は自転車の停留又は駐車のための施設 3  0  0  3  100% 

合   計 33  0  8  25  100% 

資料：家屋データにより作成 
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（３）要緊急安全確認大規模建築物の耐震化の状況 

要緊急安全確認大規模建築物は、耐震化率100％となっています。 
 

表3-6 要緊急安全確認大規模建築物の耐震化の状況 

建物用途 棟数 

耐震性なし 耐震性あり 

耐震化率    
昭和56年 

5月31日 

以前 

昭和56年 

5月31日 

以前 

昭和56年 

6月1日 

以降 

多数の者が利用する建築物           

小学校、中学校、中等教育学校の前期課程若しくは特別支援学校 6  0  2  4  100% 

病院、診療所 3  0  1  2  100% 

百貨店、マーケットその他の物品販売業を営む店舗 3 0 0 3 100% 

自動車車庫その他の自動車又は自転車の停留又は駐車のための施設 2  0  0  2  100% 

合   計 14 0 3 11 100% 

資料：家屋データ、広島県ヒアリングにより作成 

 

 

（４）要安全確認計画記載建築物 

府中町内において、防災業務等の中心となる建築物のうち旧耐震基準の建築物については、令和

3年1月1日現在で全ての対象建築物で耐震性を有しています。 

また、耐震改修促進法第5条第3項第2号の規定に基づく道路の指定に係る、耐震診断が義務付

けされる避難路沿道建築物の対象となるものはありません。（府中町内では広島高速 2 号線が該当

します。） 

 

表3-7 防災業務等の中心となる建築物一覧 

名称 
大規模地震時の 

用途 

耐震診断の 

実施状況 

耐震診断

の結果 

耐震改修・建

替え・除却の

予定，時期 

耐震性 

府中町立府中小学校（体育館） 
避難所 

（学校の体育館） 
済 要改修 改修済 あり 

府中町立府中東小学校（体育館） 
避難所 

（学校の体育館） 
済 要改修 改修済 あり 

府中町立府中中央小学校（体育館） 
避難所 

（学校の体育館） 
済 要改修 改修済 あり 

府中町立府中中学校（体育館） 
避難所 

（学校の体育館） 
済 要改修 改修済 あり 

府中町立緑ヶ丘中学校（体育館） 
避難所 

（学校の体育館） 
済 要改修 改修済 あり 

安芸府中高等学校屋内運動場棟 
避難所 

（学校の体育館） 
済 

耐震性あ

り 
  あり 

安芸府中高等学校管理教室棟 避難所 済 要改修 改修済 あり 

安芸府中高等学校特別教室棟 避難所 済 要改修 改修済 あり 

資料：広島県耐震改修促進計画（第２期計画） 
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（５）府中町内での住宅の耐震化の状況 

平成30年の住宅土地統計調査によると、府中町内での新耐震基準の住宅数は、16,115戸で、旧

耐震基準の住宅数は、5,415 戸となっています。その旧耐震基準住宅数 5,415 戸のうち 2,767 戸

（51.1％）が耐震性を有していると推計されています。 

よって、平成30年時点の住宅全数のうち、18,882戸が耐震性を有しており、住宅の耐震化率は、

87.7％となります。 

以上を踏まえて、令和 2 年度末の住宅に関する耐震化率は、過去の住宅数の動向により 88.7％

と見込まれます。 

 

 

表3-8 府中町内での住宅の耐震化の状況 

 

新耐震基準住宅数 

（昭和57年以降） 

旧耐震基準住宅数 

（昭和56年以前） 
耐震性のある 

住宅数 

（推計）  耐震性の 

ある住宅 

H30 年 

住宅数 

（割合） 

16,115 

（74.8％） 

5,415 

（25.2％） 

2,767 

  

18,882 

（87.7％） 

R2 年 

住宅数 

（割合） 

16,759 

（76.6％） 

5,098 

（23.3％） 

2,637 

  

19,396 

（88.7％） 

資料：住宅土地統計調査 

 

 

 

 

 

 

 

 

（６）町有施設の耐震化の状況 

町有施設の耐震化率は、令和3年1月1日現在で76.9％となっています。 
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表3-9 町有施設の耐震化の状況 

分類 施設数 棟数 施設名 
うち、耐震

性なし(棟) 

耐震化率 

(%) 

災害対応時に

重要な機能を

もつ公共建築

物 

庁舎等 2 2 
1 安芸府中生涯学習センターくすのきプラザ   

100.0  
1 府中町役場本庁舎   

消防庁舎等 4 5 

1 府中町消防本部及び消防署   

60.0  
1 旧府中町商工会事務所（第1分団詰所） 1 

2 府中町消防団第2分団詰所 1  

1 府中町消防団第3分団詰所   

避難施設 

 

 

(学校・ 

公民館等) 

22 57 

1 府中南交流センター   

93.0  

1 府中北交流センター   

1 府中町立府中公民館   

3 府中町立府中南公民館 2  

1 府中東地区センター   

1 総社会館   

1 鶴江地区センター   

1 歴史民俗資料館 1  

1 府中町立体育場 1  

1 安芸府中商工センター   

4 府中町立府中北小学校   

6 府中町立府中小学校   

6 府中町立府中南小学校   

1 府中南体育場（南小学校体育館）   

4 府中町立府中中央小学校   

6 府中町立府中東小学校   

5 府中町立府中中学校   

9 府中町立府中緑ケ丘中学校   

1 福寿館   

1 揚倉山健康運動公園（管理棟）   

1 空城山公園（管理棟）   

1 府中町ふれあい福祉センター   

その他の公共建築物 20 44 

1 柳ヶ丘町内会集会所 1  

56.8 

  

1 府中町商工会事務所   

2 府中中央小学校区留守家庭児童会   

2 府中南小学校区留守家庭児童会   

1 府中東小学校区留守家庭児童会   

1 府中北小学校区留守家庭児童会   

1 府中町シルバーワークプラザ   

2 府中町水分峡森林公園（管理棟、作業棟）   

4 府中町環境センター   

3 向洋駅周辺区画整理事務所   

1 防災倉庫及び倉庫   

1 鶴江仮住居   

1 向洋駅北口駅舎   

1 向洋駅前自転車等駐車場   

1 本町住宅   

7 五反田住宅 7  

5 山田ブロック住宅 5  

4 鶴江ブロック住宅 4  

2 桃山住宅 2  

3 青崎東住宅   

 
合計 48 108 合計 25  76.9 

 資料：府中町公共施設等総合管理計画 
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第４章  建築物の耐震診断及び耐震改修の実施に関する目標 

４－１ 基本方針 

南海トラフ地震発生の切迫性が高まるなか、地震による被害を最小限度に抑えるため、被害を発

生させる大きな要因となる建築物の倒壊を抑制する必要があります。 

そこで、公共の建築物の耐震化を継続するとともに民間の建築物の所有者に対して耐震化の必要

性や重要性の認識が向上するよう普及・啓発に積極的に取り組むことで、建築物の耐震化を促進

します。    

 

 

４－２ 目標値の設定 

広島県においては、甚大な被害が予測され、住宅・建築物の耐震化が急務であることから、そ

れぞれの建築物の耐震化の目標を定めています。 

 

表4-1 広島県の耐震化の目標 

 

 現状 
目標値 

（R7末） 
目指す姿 

多数の者が利用する 

建築物の耐震化の目標 
広島県 91.3％（R2） 96％ 

100％ 

（R12末） 

住宅の耐震化の目標 広島県 84.5％（R2） 92％ 
100％ 

（R17末） 

※広島県耐震改修促進計画第３期R3.3より 

 

多数の者が利用する建築物の耐震化において第２期計画期間の目標を僅かに達成出来ませんでし

たが、取組の強化を図り、県の目標値を参考に、次のとおり目標値を設定します。 

 

○ 多数の者が利用する建築物の耐震化の目標 

 

 

 

 

○ 住宅の耐震化の目標 

 

 

令和2年度末 

現況 91％ 
令和7年度 

目標値 96％ 

令和2年度末 

目標 85％ 

令和7年度 

目標値 92％ 

令和2年度末 

目標 92％ 

令和2年度末 

現況 89％ 
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４－３ 町有施設の耐震化の取り組み 

公共建築物のほとんどは、地震発生後の災害対策や避難救護を図るための重要な役割を持ちます。 

よって、災害対応時に重要な機能を持つ公共建築物で旧耐震基準のものについて、耐震化率の向

上に向けて、引き続き補強・改修等（機能集約に伴う非現地建て替えを含む。）を推進していきます。 

 

 

表4-2 町有施設の耐震化の状況（再掲） 

分類 耐震化率 

災害対応時に重要な 

機能をもつ公共建築物 

庁舎等 100% 

消防庁舎等 60.0％ 

避難施設 

（学校・公民館等） 
93.0％ 

その他の公共建築物 56.8％ 
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第５章  建築物の耐震診断及び耐震改修の促進を図るための施策 

５－１ 耐震性向上の促進を図るための具体的な取り組みの方向性 

耐震化率の上昇は老朽住宅の建て替えや解体によるものが主体であり、近年における府中町での

住宅の建設状況をみると、不動産市場による民間活力で達成できる見込みとなります。 

しかしながら建て替えは費用が高額であるため、旧耐震基準の住宅所有者による耐震化への取り

組みをできる限り支援する観点から、建て替えによらない耐震化を図る方策として、耐震改修に係

る費用補助制度を継続して実施します。 

また、建築物の所有者が自らの責任においてその安全性を確保することが、建築物の防災対策上

重要であることから、耐震性の向上については、広島県及び関係団体と連携してその必要性や重要

性の認識が向上するよう普及・啓発に取り組み、自主的な耐震性の向上を促進します。 

 

 

 

＜施策体系図＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

耐震性の向上 住宅施策の推進 耐震診断及び耐震改修に係る補助事業の実施 

ブロック塀の安全確保事業 

その他税制等による耐震改修の支援 

地震に伴うがけ崩れ等による建築物の被害の軽減対策 

各種認定制度等による耐震化促進 

耐震性向上の必要性・重要性認識の向上 

相談体制の整備及び情報提供の充実 

パンフレット等の作成・配布 

 

震災後の緊急対策 
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５－２ 耐震化の促進を図るための支援策 

 

（１）耐震診断及び耐震改修等に係る補助事業 

 

府中町内での木造戸建住宅に係る耐震診断費用及び耐震改修等の費用の一部について、補助事業

を実施するとともに、所有者等へこれら制度の積極的なＰＲ・周知を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜国庫補助金等を財源活用した制度＞ 

 

○木造住宅耐震診断補助  （簡易診断） 

・耐震診断費用の2/3（補助金の交付限度額 20,000円） 

※ 補助金の内、国庫補助金が1/2 

 

○木造住宅耐震改修等補助   

・耐震改修工事  

耐震改修工事費の23％（補助金の交付限度額400,000円） 

※ 居住誘導区域外にある住宅 

・耐震改修工事  

耐震改修工事費の80％（補助金の交付限度額1,140,000円） 

※ 居住誘導区域内にある住宅 

・現地建替え工事  

 現地建替え工事費の80％（補助金の交付限度額1,140,000円） 

※ 居住誘導区域内にある住宅 

・非現地建替え工事 

  除却工事費の23％（補助金の交付限度額960,000円） 

※ 移転建替後の住宅は居住誘導区域内に限る（町内） 

・除却工事 

  除却工事費の23％（補助金の交付限度額960,000円） 

※ 除却後は、耐震性のある住宅に居住すること（町内） 

 

※ 補助金の内、国庫補助金が1/2、広島県補助金が1/4 
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（２）ブロック塀の安全確保事業 

 

避難路沿道等に建つ地震発生時に倒壊又は転倒の恐れがあるブロック塀等を撤去し安全確保をよ

り一層促進するために、国の補助事業等を活用した助成制度により個人又は法人が所有するブロッ

ク塀等の安全確保の促進を図ります。 

ブロック塀等安全確保に関する事業（住宅・建築物安全ストック形成事業（防災・安全交付金等

基幹事業))の対象となる道路は、住宅や事業所等から府中町地域防災計画で指定された避難所や避

難地等へ至る私道を除く経路とします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）その他税制等による耐震改修の支援 

 

① 耐震改修に対する税の特例措置 

    個人が、旧耐震基準（昭和56年5月31日以前の耐震基準）により建築された木造住宅の耐震改

修を行った 場合には、標準的な工事費用相当額を所得税額から控除することができます。 

また、戸建て住宅だけでなく、共同住宅についても、令和4年3月31年までに耐震化改修等住

宅のリフォームを行った場合には、工事翌年の固定資産税が一定の割合で減額されます。 

    所有者等へ、これら制度の積極的なＰＲ・周知を図るとともに、関係団体に対しても働きか

けていきます。 

 

② 耐震改修に関する住宅ローン減税措置 

    耐震基準に適合しない中古住宅取得後に耐震改修工事を行った上で入居する場合であっても、

住宅ローン減税等が適用されることとなりました。 

    所有者等へ、これら制度の積極的なＰＲ・周知を図るとともに、関係団体に対しても働きか

けていきます。 

 

③ 空き家発生抑制のための特例措置 

    令和元年4月から令和3年12月31日までに旧耐震基準の住宅等で相続を機に空家となった

住宅については、耐震リフォームをした場合に限り、譲渡所得から特別控除となります。 

空家所有者や相続人に対して、制度の積極的なＰＲ・周知を図ります。 

＜国庫補助金を財源活用した制度＞ 

 

○ブロック塀等安全確保確保事業補助金   

・ブロック塀等の撤去等に要する費用の2/3 

ブロック塀等の長さ1メートルあたり8万円を限度 

（補助金の交付限度額 除却150,000円 新設150,000円） 

      ※ 補助金の内、国庫補助金が1/2 
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５－３ 地震に伴うがけ崩れ等による建築物の被害の軽減対策に関する事項 

 

（１）がけ地近接等危険住宅移転事業の普及 

がけ地の崩壊等の危険から町民の生命及び身体の安全を確保するために、以下の区域内にある既

存不適格住宅又は建築後の被災により安全上の支障が生じて広島県が是正勧告を行った住宅からの

移転を行う町民に対し、県と連携して土地・建築費用の一部助成を行っていきます。 

   〇土砂災害特別警戒区域（レッドゾーン） 

（土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律第9条） 

   〇急傾斜地崩壊危険区域 

（急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律第3条） 

〇がけ条例建築制限区域  

（広島県建築基準法施行条例第4条の2） 

 

 

（２）建築物土砂災害対策改修促進事業の普及 

  土砂災害から町民の生命・身体を保護するために、以下の条件にあてはまる住宅について、土砂

災害対策の改修を実施する所有者に対し、広島県と連携して土地・建築費用の一部助成を行ってい

きます。 

   ○居室を有するものであること。（例．倉庫や車庫は対象外です。） 

   ○レッドゾーン区域内に建築され、かつ当該レッドゾーンに指定される前に建築着工されてい

ること。 

   ○土砂災害に対する構造基準（建築基準法施行令第80条の3）を満足してないこと。 

   ○土砂災害対策改修の結果，土砂災害に対して安全な構造となること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜国庫補助金を財源活用した制度＞ 

 

○がけ地近接等危険住宅移転事業   

・住宅除却費用（補助金の交付限度額 975,000円） 

・住宅購入のための借入金利子 

（補助金の交付限度額 4,150,000円（内、土地取得に要する借入金利子960,000円を含む。）） 

※ 補助金の内、国庫補助金が1/2、県補助金が1/4 

 

○建築物土砂災害対策改修促進事業 

・土砂災害対策改修工事費の23％（補助金の交付限度額759,000円） 

※ 補助金の内、国庫補助金が1/2、県補助金が1/4 
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５－４ 各種認定制度等による耐震化促進 

各種認定制度を情報提供して建築物の耐震化を促進していきます。なお、制度に関しては、戸建

て住宅やマンションも活用可能です。 

 

（１）耐震改修工事を実施する建築物の容積率、建ぺい率等の緩和 

耐震改修を行う際に、床面積が増加することから、有効に活用の出来ない耐震改修工法がありま

した。耐震改修促進法第17条により、耐震改修でやむを得ず増築する建築物について、容積率、建

ぺい率の特例措置が認められ、耐震改修工法の拡大が図れます。 

 

（２）建築物の地震に対する安全性の表示制度 

耐震改修促進法第22条により、建築物の所有者

から、建築物が地震に対する安全性に係る基準に

適合している旨の認定を受けた建築物は、広告等

に、認定を受けている旨を表示することができま

す。 

 

 

 

 

 

         

 

                     図 5-1 基準適合認定建築物プレートの例 

 

（３）区分所有建築物の議決要件の緩和 

耐震改修促進法第25条により、認定を受けた区分所有建築物について、大規模な耐震改修を行お

うとする場合、議決要件が3/4 から1/2 に緩和されました。（建物の区分所有等に関する法律第17条） 

 

５－５ 震災後の緊急対策 

地震によって多くの建築物が被災した場合に、余震等による建築物の倒壊、部材の落下等から生

ずる二次災害を防止し、安全の確保を図るため、府中町は広島県と連携して、被災建築物応急危

険度判定士の設置等、地震発生時に迅速に対応できる体制を整備します。 
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第６章 建築物の地震に対する安全性の向上に関する啓発及び知識の普及 

 

６－１ 相談体制の整備及び情報提供の充実 

府中町は、建築物の所有者等に対する耐震診断・改修の相談に対応するため、建築課に相談窓口

を設置します。 

耐震相談窓口では、次の事項に関する情報提供の充実が図れるように体制の整備を進めます。 

 

   ・自己による簡単な診断方法 

   ・耐震診断の概要や診断を受ける方法 

   ・耐震診断・改修に関する支援制度 

   ・耐震改修に関する住宅融資支援機構等の融資制度 

   ・耐震改修促進税制 

   ・耐震診断や耐震改修を実施可能な業者の紹介 

   ・地震防災に関する情報 

 

 

６－２ パンフレット等の作成・配付 

（１）「府中町耐震改修促進計画」の概要版の作成・配付 

府中町は、建築物の所有者等に対する耐震診断・改修の普及・啓発を図るため、本計画の概要版

を作成し、相談窓口で配付及びホームページで掲載します。 

 

（２）セミナー・講習会の情報提供 

府中町は、広島県や建築関係団体が行う、建築士等による無料耐震相談会や耐震診断・改修に関

するセミナー・講習会の情報提供を実施し、建築物の所有者等に対し耐震診断・改修に関する知識

の普及・啓発に努めます。 

 

（３）耐震診断・耐震改修を担う技術者の養成等 

  広島県や建築関係団体が行う、設計者及び施工者等の建築関連技術者を対象とした耐震診断・耐

震改修に関する講習会等の情報提供を実施し、耐震診断・耐震改修を行う優良な技術者の養成に努

めます。 
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第７章 その他建築物の耐震診断及び耐震改修の促進に関し必要な事項 

 

７－１ 計画のフォローアップ 

（１）耐震化の進行管理 

建築物の耐震化を促進するため、特定既存不適格建築物等の耐震化の状況を把握するととも

に、狭隘道路にある建築物について効率的に耐震化への指導や助言を行います。 

 

（２）計画の見直し 

本計画は、原則 5年ごとに検証します。また、耐震改修促進計画を実施するに当たり、必要

な事項は別途定めるものとします。 

 

 

７－２ 計画の実現に向けて 

災害に備え、安全で安心な生活を送るためには、住宅をはじめとした民間建築物や公共建築

物への耐震性の向上を図るほか、行政が災害に対する被害を最小限にするための道路幅員の確

保などの住環境の整備を行いながら、官民が連携の上で防災に関する知識を深め、地域住民が

自主防災活動などによる備えを行うなど、地域が一体となって各役割を果たすことが非常に重

要となります。 

そのため、府中町では広島県や関連分野との連携を進め、町民の防災活動や防災に関する情

報の共有など地域に根付いた啓発活動を促進し、耐震改修の促進を進めていきます。 

 

 

 

 

 


